
宮城県多賀城市

第6章

製造業

1 県内各市及び隣接町事業所数・従業者数及び製造品出荷額等(従業者数4人以上の事業所)

2 事業所数・従業者数・現金給与額・製造品出荷額等の推移(従業者数4人以上の事業所)

3 産業(中分類)別事業所数の推移(従業者数4人以上の事業所)

4 産業(中分類)別従業者数の推移(従業者数4人以上の事業所)

5 産業(中分類)別製造品出荷額等の推移(従業者数4人以上の事業所)

6 従業者規模別・事業所数・従業者数（従業者4人以上の事業所）

7 産業(中分類)別事業所数・従業者数・現金給与額・製造品出荷額等(従業者数4人以上の事業所)

※ 工業統計とは、

　わが国の製造業に属する事業所を対象に行う調査（経済センサス‐活動調査の実施年を除く）で、

事業所数、従業者数、製造品出荷額、原材料使用額などを調査し、工業の実態を明らかにすることを目的としている。

※平成29年工業統計調査から調査の期日を６月１日（従前は12月31日）に変更した。

　　　目　次



宮城県多賀城市

6-1.県内各市及び隣接町事業所数・従業者数及び製造品出荷額等（従業者数４人以上の事業所）

（単位　所、人、万円）　 令和2年6月1日現在

総　　額 製造品出荷額

宮 城 県 2,528 116,847 46,923,092 283,677,265 453,356,515 421,832,938 135,781,584

多賀城市 42 2,990 1,254,528 4,456,036 6,741,019 5,338,796 2,025,119

仙 台 市 461 15,999 6,594,374 63,596,753 99,436,325 95,133,976 19,708,032

石 巻 市 283 8,925 3,149,302 24,168,713 35,711,670 32,872,444 9,701,974

塩 竈 市 116 3,019 903,551 5,857,164 8,189,941 6,628,302 2,044,957

気仙沼市 145 3,864 1,141,211 5,840,488 9,287,980 7,947,622 2,865,810

白 石 市 49 3,890 1,817,981 8,759,242 15,306,509 15,029,452 5,936,232

名 取 市 85 3,516 1,381,367 4,583,075 9,421,012 8,473,952 3,395,588

角 田 市 57 5,682 2,523,902 11,133,360 19,832,286 18,637,257 8,038,662

岩 沼 市 70 4,400 1,892,338 11,881,947 19,528,163 18,759,908 6,592,753

登 米 市 137 5,847 2,094,316 7,209,167 12,593,680 11,242,522 4,470,497

栗 原 市 141 5,974 1,966,630 6,212,704 10,884,974 10,305,908 4,069,397

東松島市 31 953 277,718 899,284 1,756,542 1,321,570 741,758

大 崎 市 171 11,484 4,432,581 13,023,973 32,637,784 29,595,351 17,843,136

富 谷 市 20 1,447 445,615 1,477,288 2,443,259 2,433,525 826,644

松 島 町 14 230 87,672 181,718 366,280 363,530 158,200

七ヶ浜町 8 120 22,002 83,663 154,928 147,313 68,416

利 府 町 46 2,400 900,335 1,591,084 3,735,116 3,250,729 1,862,899

　注　　１）事業所とは、一般に工場、製作所、製造所あるいは加工所などと呼ばれているような、一区画を占めて

　　　 　　主として製造又は加工を行っているもの

　　　　２）従業者数とは、常用労働者数と個人事業主及び無給家族従業者数との合計

　　　　３）付加価値額＝製造品出荷額等＋（製造品年末在庫額－製造品年初在庫額）

 　＋（半製品及び仕掛品年末価額－半製品及び仕掛品年初価額）－内国消費税額－原材料使用額等－減価償却額

　　　　４）粗付加価値額＝製造品出荷額等－内国消費税額－原材料使用額等

　資料　宮城県統計課公表データ『令和元年宮城県の工業』(令和2年工業統計調査）

付加価値額
従業者29人以下は

粗付加価値額
各 市 町 事業所数 従業者数 現金給与額 原材料使用額等

製造品出荷額等



宮城県多賀城市

6-2.事業所数・従業者数・現金給与額・製造品出荷額等の推移（従業者数４人以上の事業所）

（単位　所、人、万円）

総　数 常用労働者
１事業所
当たり

総　額
１事業所
当たり

総　額
１事業所
当たり

総　額 製造品出荷額
１事業所
当たり

平成20年 54 3,499 3,494 65 1,752,163 32,448 8,025,076 148,613 11,754,768 11,281,083 217,681 3,485,025

21 50 3,271 3,265 66 1,583,700 31,674 5,814,191 116,284 9,693,303 9,318,614 193,866 3,014,438

22 46 2,341 2,336 51 1,071,202 23,287 4,549,731 98,907 7,838,445 7,475,480 170,401 2,798,497

23 36 2,298 2,294 64 1,015,621 28,212 3,379,818 93,884 5,909,054 5,242,647 164,140 2,059,975

24 33 1,486 1,482 45 547,626 16,595 2,396,725 72,628 3,530,584 3,177,979 106,987 1,092,221

25 37 2,035 2,032 55 1,062,553 28,718 4,918,778 132,940 6,452,642 4,948,190 174,396 1,207,204

26 35 2,196 2,194 63 1,074,539 30,701 4,996,855 142,767 6,845,916 5,303,184 195,598 1,678,693

27 44 2,609 2,608 59 1,165,673 26,493 4,899,477 111,352 6,792,110 5,161,428 154,366 1,741,034

28 33 2,325 2,325 71 969,089 29,366 6,451,253 195,493 8,826,044 6,037,973 267,456 2,084,298

29 34 2,757 2,757 81 1,173,500 34,515 5,247,935 154,351 7,215,646 4,959,047 212,225 1,606,674

30 41 2,910 2,910 71 1,326,409 32,352 4,996,273 121,861 7,275,468 5,342,590 177,451 1,695,180

令和元年 42 2,990 2,990 72 1,254,528 29,870 4,456,036 106,097 6,741,019 5,338,796 160,501 2,025,119

　注　　１）事業所とは、一般に工場、製作所、製造所あるいは加工所などと呼ばれているような、一区画を占めて主として製造又は加工を行っているもの　　

　　　　２）従業者数とは、常用労働者数と個人事業主及び無給家族従業者数との合計

　　　　３）粗付加価値額＝製造品出荷額等－内国消費税額－原材料使用額等

　　　　４）平成23年及び平成27年は工業統計調査の実施なし(時系列比較を行うため平成23年は「平成24年経済センサス-活動調査」、平成27年は「平成28年経済センサス-活動調査」の調査結果を集計)

        ５）調査の期日　平成18～22年・平成24～26年は各年12月31日(平成18～22年・平成24～26年工業統計調査)、

　　　　　　　　　　　　平成23年は平成24年2月1日(平成24年経済センサス-活動調査)、平成27年は平成28年6月1日(平成28年経済センサス-活動調査)、

　　　　　　　　　　　　平成28年は平成29年6月1日(平成29年工業統計調査)、平成29年は平成30年6月1日(平成30年工業統計調査)、平成30年は令和元年6月1日(令和元年工業統計調査)

　　　　　　　　　　　　令和元年は令和2年6月1日(令和2年工業統計調査）　　　　　　　

　資料　宮城県統計課公表データ『令和元年宮城県の工業』(令和2年工業統計調査）

付加価値額
従業者29人以下は

粗付加価値額
区分 事業所数

従　　業　　者　　数 現 金 給 与 額 原材料使用額等 製 造 品 出 荷 額 等
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6-3.産業(中分類)別事業所数の推移（従業者４人以上の事業所）

（単位　所）

区 分 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

総 数 54 50 46 36 33 37 35 44 33 33 41 42

食 料 品 12 11 8 7 7 7 5 5 6 7 10 11

飲 料 ・ た ば こ - - - - - - - - - - - 1

繊 維 1 - 1 2 1 1 1 3 1 1 2 2

木 材 ・ 木 製 品 1 1 1 - - - - 2 - - 1 1

家 具 ・ 装 備 品 - - - 1 1 2 2 3 - 1 - -

パ ル プ ・ 紙 5 5 5 4 4 4 4 3 4 4 3 3

印 刷 2 1 1 1 1 1 1 3 1 1 1 1

化 学 3 3 3 3 4 4 4 3 4 4 4 4

石 油 ・ 石 炭 2 2 2 2 2 2 2 2 1 2 1 1

プ ラ ス チ ッ ク 1 1 1 1 - - - 1 - - - 1

ゴ ム 製 品 - - - - - - - - - - - -

皮 革 製 品 - - - - - - - - - - - -

窯 業 ・ 土 石 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1

鉄 鋼 2 2 2 1 2 1 1 2 1 2 1 1

非 鉄 金 属 - - - - - - - - - - - -

金 属 製 品 9 9 7 4 4 5 6 5 5 4 6 5

は ん 用 機 械 2 2 2 - - - - 1 - - - -

生 産 用 機 械 2 2 1 1 1 1 1 2 1 1 1 1

業 務 用 機 械 - - - - - - - - - - 1 1

電 子 部 品 2 2 3 2 1 3 3 3 3 1 3 2

電 気 機 械 4 4 3 3 2 3 3 3 3 2 3 3

情 報 通 信 機 械 - - - - - - - - - - - -

輸 送 用 機 械 2 2 2 1 - - - 1 - - - -

そ の 他 3 2 3 1 2 2 1 1 2 2 3 3
　注　　１）事業所とは、一般に工場、製作所、製造所あるいは加工所などと呼ばれているような、一区画を占めて主として製造又は加工を行っているもの
　　　　２）平成23年及び平成27年は工業統計調査の実施なし(時系列比較を行うため平成23年は「平成24年経済センサス-活動調査」、
　　　　　　平成27年は「平成28年経済センサス-活動調査」の調査結果を集計)
        ３）調査の期日　平成18～22年・平成24～26年は各年12月31日(平成18～22年・平成24～26年工業統計調査)
　　　　　　　　　　　　平成23年は平成24年2月1日(平成24年経済センサス-活動調査)、平成27年は平成28年6月1日(平成28年経済センサス-活動調査)
　　　　　　　　　　　　平成28年は平成29年6月1日(平成29年工業統計調査)、平成29年は平成30年6月1日(平成30年工業統計調査)
　　　　　　　　　　　　平成30年は令和元年6月1日(令和元年工業統計調査)、令和元年は令和2年6月1日（令和2年工業統計調査）
　　　　４）「－」は、皆無、又は該当数値がないもの
　　　　５）平成19年11月に日本標準産業分類が改訂されたため、平成20年調査より産業分類が変更になった
　資料　宮城県統計課公表データ『令和元年宮城県の工業』(令和2年工業統計調査）
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6-4.産業(中分類)別従業者数の推移（従業者４人以上の事業所）

（単位　人）

区 分 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

総 数 3,499 3,271 2,341 2,298 1,486 2,035 2,196 2,609 2,325 2,757 2,910 2,990

食 料 品 827 800 364 625 695 628 741 731 904 956 1,161 1,173

飲 料 ・ た ば こ - - - - - - - - - - - 15

繊 維 17 - 17 129 25 25 27 266 27 139 146 147

木 材 ・ 木 製 品 37 39 38 - - - - 14 - 10 12 12

家 具 ・ 装 備 品 - - - 5 5 9 8 12 - - - -

パ ル プ ・ 紙 202 208 208 42 60 63 65 56 59 55 50 53

印 刷 52 43 41 8 30 29 28 41 29 29 29 30

化 学 178 190 184 117 116 117 110 96 98 105 140 137

石 油 ・ 石 炭 16 18 18 20 20 18 19 19 14 8 15 9

プ ラ ス チ ッ ク 12 10 10 4 - - - 5 - - - 63

ゴ ム 製 品 - - - - - - - - - - - -

皮 革 製 品 - - - - - - - - - - - -

窯 業 ・ 土 石 7 7 7 14 7 8 8 7 8 7 8 8

鉄 鋼 37 35 34 31 46 31 30 36 25 25 26 25

非 鉄 金 属 - - - - - - - - - - - -

金 属 製 品 212 191 168 70 38 82 84 80 80 81 96 93

は ん 用 機 械 28 27 27 - - - - 4 - - - -

生 産 用 機 械 13 13 9 9 8 8 8 15 8 8 8 8

業 務 用 機 械 - - - - - - - - - - 8 9

電 子 部 品 487 1,036 920 859 11 623 675 784 621 886 783 799

電 気 機 械 1,182 477 120 357 417 386 389 422 444 440 402 381

情 報 通 信 機 械 - - - - - - - - - - - -

輸 送 用 機 械 33 29 29 4 - - - 17 - - - -

そ の 他 159 148 147 4 8 8 4 4 8 8 26 28

　注　　１）平成23年及び平成27年は工業統計調査の実施なし(時系列比較を行うため平成23年は「平成24年経済センサス-活動調査」、

　　　　　　平成27年は「平成28年経済センサス-活動調査」の調査結果を集計)

        ２）調査の期日　平成18～22年・平成24～26年は各年12月31日(平成18～22年・平成24～26年工業統計調査)

　　　　　　　　　　　　平成23年は平成24年2月1日(平成24年経済センサス-活動調査)、平成27年は平成28年6月1日(平成28年経済センサス-活動調査)

　　　　　　　　　　　　平成28年は平成29年6月1日(平成29年工業統計調査)、平成29年は平成30年6月1日(平成30年工業統計調査)

　　　　　　　　　　　　平成30年は令和元年6月1日(令和元年工業統計調査)、令和元年は令和2年6月1日（令和2年工業統計調査）

　　　　３）「－」は、皆無、又は該当数値がないもの

　　　　４）平成19年11月に日本標準産業分類が改訂されたため、平成20年調査より産業分類が変更になった

　資料　宮城県統計課公表データ『令和元年宮城県の工業』(令和2年工業統計調査）
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6-5.産業(中分類)別製造品出荷額等の推移(従業者4人以上の事業所)

（単位　人）

区 分 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

総 数 11,754,768 9,693,303 7,838,445 5,909,054 3,530,584 6,452,642 6,845,916 6,792,110 8,826,044 7,215,646 7,275,468 6,741,019

食 料 品 1,474,488 1,313,453 876,151 994,299 1,149,204 1,191,692 1,317,651 1,416,156 1,439,507 1,344,663 1,785,680 1,858,629

飲 料 ・ た ば こ - - - - - - - - - - - x

繊 維 χ - χ χ χ χ χ 133,961 χ χ x x

木 材 ・ 木 製 品 χ χ χ - - - - χ - χ x x

家 具 ・ 装 備 品 - - - χ χ χ χ 10,113 - - - -

パ ル プ ・ 紙 1,033,370 1,051,429 1,002,259 43,794 119,688 137,237 151,283 149,475 161,649 157,047 157,674 157,240

印 刷 χ χ χ χ χ χ χ 58,617 χ χ x x

化 学 680,172 664,859 656,082 645,954 362,905 348,030 388,619 373,624 379,250 403,361 438,284 519,689

石 油 ・ 石 炭 χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ x x

プ ラ ス チ ッ ク χ χ χ χ - - - χ - - - x

ゴ ム 製 品 - - - - - - - - - - - -

皮 革 製 品 - - - - - - - - - - - -

窯 業 ・ 土 石 χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ x x

鉄 鋼 χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ x x

非 鉄 金 属 - - - - - - - - - - - -

金 属 製 品 364,636 276,170 252,195 75,150 77,482 120,442 123,535 132,781 123,153 120,006 190,694 236,447

は ん 用 機 械 χ χ χ - - - - χ - - - -

生 産 用 機 械 χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ x x

業 務 用 機 械 - - - - - - - - - - x x

電 子 部 品 χ χ 3,368,855 x χ 2,620,615 2,880,839 2,549,542 5,074,389 3,461,215 3,047,845 x

電 気 機 械 1,246,262 1,475,271 178,760 1,295,600 χ 1,168,648 1,170,505 1,333,531 1,240,806 1,189,802 968,026 789,927

情 報 通 信 機 械 - - - - - - - - - - - -

輸 送 用 機 械 χ χ χ χ - - - χ - - - -

そ の 他 811,005 χ 710,777 χ χ χ χ χ χ χ 21,562 28,538

　注　　１）平成23年及び平成27年は工業統計調査の実施なし(時系列比較を行うため平成23年は「平成24年経済センサス-活動調査」、

　　　　　　平成27年は「平成28年経済センサス-活動調査」の調査結果を集計)

        ２）調査の期日　平成18～22年・平成24～26年は各年12月31日(平成18～22年・平成24～26年工業統計調査)

　　　　　　　　　　　　平成23年は平成24年2月1日(平成24年経済センサス-活動調査)、平成27年は平成28年6月1日(平成28年経済センサス-活動調査)

　　　　　　　　　　　　平成28年は平成29年6月1日(平成29年工業統計調査)、平成29年は平成30年6月1日(平成30年工業統計調査)

　　　　　　　　　　　　平成30年は令和元年6月1日(令和元年工業統計調査)、令和元年は令和2年6月1日（令和2年工業統計調査）

　　　　３）「－」は、皆無、又は該当数値がないもの

　　　　４）「χ」は、個々の申告者の秘密が漏れる恐れがあるので、数値を秘匿した箇所である

　　　　　　ただし、指定統計調査の結果における従業者数の取扱いについては、秘匿を解除することができることとなったため、平成16年公表より従業者数の秘匿は行って

　　　　　　いない

　　　　５）平成19年11月に日本標準産業分類が改訂されたため、平成20年調査より産業分類が変更になった

　資料　宮城県統計課公表データ『令和元年宮城県の工業』(令和2年工業統計調査）
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6-6.従業者規模別・事業所数・従業者数（従業者4人以上の事業所）

（単位　所）

総 数 4～9人 10～19人 20～29人 30～49人 50～99人 100～199人 200～299人 300～499人 500～999人 1000人以上 総 数 4～29人 30人以上

平成20年 54 20 10 7 5 5 3 1 2 - 1 3,499 427 3,072

21 50 18 10 7 4 3 4 1 2 - 1 3,271 421 2,850

22 46 16 9 7 4 5 3 1 - 1 - 2,341 388 1,953

23 36 15 10 3 1 2 2 1 1 1 - 2,298 319 1,979

24 33 5 1 3 7 4 4 - 2 7 - 1,486 84 1,402

25 37 14 9 5 3 1 2 - 3 - - 2,035 335 1,700

26 35 12 8 5 3 2 2 - 2 1 - 2,196 302 1,894

27 44 20 7 6 3 1 4 - 1 2 - 2,609 355 2,254

28 33 10 7 7 3 2 1 - 1 2 - 2,325 318 2,007

29 34 10 7 7 3 2 1 1 1 2 - 2,757 322 2,435

30 41 10 11 8 2 4 2 1 1 2 - 2,910 412 2,498

令和元年 42 10 9 9 4 3 3 1 1 2 - 2,990 392 2,598

　注　　１）平成23年及び平成27年は工業統計調査の実施なし(時系列比較を行うため平成23年は「平成24年経済センサス-活動調査」、平成27年は「平成28年経済センサス-活動調査」の調査結果を集計)

        ２）調査の期日　平成18～22年・平成24～26年は各年12月31日(平成18～22年・平成24～26年工業統計調査)

　　　　　　　　　　　　平成23年は平成24年2月1日(平成24年経済センサス-活動調査)、平成27年は平成28年6月1日(平成28年経済センサス-活動調査)

　　　　　　　　　　　　平成28年は平成29年6月1日(平成29年工業統計調査)、平成29年は平成30年6月1日(平成30年工業統計調査)、平成30年は令和元年6月1日(令和元年工業統計調査)、

　　　　　　　　　　　　　　 令和元年は令和2年6月1日（令和2年工業統計調査）

　　　　３）「－」は、皆無、又は該当数値がないもの

　資料　宮城県統計課公表データ『令和元年宮城県の工業』(令和2年工業統計調査）

区 分
事　　業　　所　　数 従 業 者 数（人）



宮城県多賀城市

6-7.産業(中分類)別事業所数・従業者数・現金給与額・製造品出荷額等（従業者数４人以上の事業所）

（単位　人、万円） 令和2年6月1日現在

総 数 常用労働者 １事業所当たり 総 額 １事業所当たり 総 額 １事業所当たり 総 額 製造品出荷額 １事業所当たり

単位 (万円)

総　　数 42 2,990 2,990 71 1,254,528 29,870 4,456,036 106,096 6,741,019 5,338,796 160,501 2,025,119

食 料 品 11 1,173 1,173 107 291,941 26,540 1,051,634 95,603 1,858,629 1,843,192 168,966 679,652

飲料・たばこ 1 15 15 - x - x - x x - x

繊　　維 2 147 147 74 x x x x x x x x

木材・木製品 1 12 12 12 x x x x x x x x

家具・装備品 - - - - - - - - - - - -

パルプ・紙 3 53 53 18 23,956 7,985 97,768 32,589 157,240 136,269 52,413 54,813

印　　刷 1 30 30 30 x x x x x x x x

化　　学 4 137 137 34 60,816 15,204 337,793 84,448 519,689 446,525 129,922 141,530

石油・石炭 1 9 9 9 x x x x x x x x

プラスチック 1 63 63 - x - x - x x - x

ゴム製品 - - - - - - - - - - - -

皮革製品 - - - - - - - - - - - -

窯業・土石 1 8 8 8 x x x x x x x x

鉄　　鋼 1 25 25 25 x x x x x x x x

非鉄金属 - - - - - - - - - - - -

金属製品 5 93 93 19 37,882 7,576 101,935 20,387 236,447 110,315 47,289 124,132

はん用機械 - - - - - - - - - - - -

生産用機械 1 8 8 8 x x x x x x x x

業務用機械 1 9 9 9 x x x x x x x x

電子部品 2 799 799 400 x x x x x x x x

電気機械 3 381 381 127 222,704 74,235 447,676 149,225 789,927 786,486 263,309 323,806

情報通信機械 - - - - - - - - - - - -

輸送用機械 - - - - - - - - - - - -

そ の 他 3 28 28 10 10,867 3,623 11,480 3,827 28,538 28,538 9,513 15,740

　注　　１）事業所とは、一般に工場、製作所、製造所あるいは加工所などと呼ばれているような、一区画を占めて主として製造又は加工を行っているもの　

　　　　２）従業者数とは、常用労働者数と個人事業主及び無給家族従業者数との合計

　　　　３）粗付加価値額＝製造品出荷額等－内国消費税額－原材料使用額等

　　　　４）「－」は、皆無、又は該当数値がないもの

　　　　５）「ⅹ」は、個々の申告者の秘密が漏れる恐れがあるので、数値を秘匿した箇所である

　　　　　　ただし、指定統計調査の結果における従業者数の取扱いについては、秘匿を解除することができることとなったため、平成16年公表より従業者数の秘匿は行っていない

　　　　６）平成19年11月に日本標準産業分類が改訂されたため、平成20年調査より産業分類が変更になった

　資料　宮城県統計課公表データ『令和元年宮城県の工業』(令和2年工業統計調査）

職 種 別 事業所数
従 業 者 数 現金給与総額 原材料使用額等 付加価値額

従業者29人以下は
粗付加価値額

(人) (万円) (万円) (万円)

製造品出荷額等


